
暗号資産、どこで税金が発生するの？ 

 ビットコインやイーサリアムといった暗

号資産（仮想通貨）が、ずいぶん身近なもの

になってきました。「少し買ってみた」とい

う方も増えてきたように思います。ただ、

税金の面では意外と誤解が多いのもこの分

野です。 

 まず基本から。暗号資産を売却・交換・支

払に使って利益が出た場合、その利益は原

則として「雑所得」として所得税の課税対

象になります。別の暗号資産と交換した時

点でも、商品の購入に使った時点でも、そ

れぞれ課税が生じます。「円に換えていない

から大丈夫」は通りません。 

 なお、令和 8 年度税制改正で、暗号資産

については今後一定条件下で株や国内 FX

と同様の申告分離課税として扱われる事に

なりました。適用は「金融商品取引法の改

正法の施行日の翌年 1 月 1 日以降」となっ

ており、2028 年 1 月からの見込みです。 

取得費の計算、届出はしましたか？ 

 暗号資産を複数回に分けて購入している

場合、取得費の計算方法は「総平均法」と

「移動平均法」の 2 種類から選べます。ただ

し、届出をしなければ自動的に「総平均法」

が適用されます。一度選んだ方法を変更す

るには税務署長への承認申請が必要ですの

で、最初の年に「どちらにするか」を意識し

ておくと良いでしょう。 

NFT の税金は「どう取引したか」で変わる 

 NFT（非代替性トークン）は、デジタルの

世界で「一点もの（＝複製できない）」であ

ることを証明する仕組みです。どう取引し

たかによって税金の扱いが変わります。自

分で制作して販売した場合（一次流通）は

雑所得または事業所得、購入した NFT を転

売した場合（二次流通）は、原則として譲渡

所得に該当し得ますが、営利目的で継続的

に売買する場合などは雑所得または事業所

得になります。 

今は損失が出ても、繰り越せない 

 給与所得者で、給与以外の所得合計が 20

万円を超える場合は所得税の確定申告が必

要です。暗号資産の損失は雑所得以外の他

の所得との損益通算ができず、翌年への繰

越控除も認められていません。NFTは所得区

分や保有目的によって取扱いが異なるため、

損失が出た場合も個別確認が必要です。 
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所得区分等に要注意 

暗号資産と NFT の課税ルール 
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